
１「主体的・対話的で深い学び」の実施に加えて、「学級経営」が、 
 子供の「非認知能力」「学習方略」を向上させ、子供の学力向上につながる 

●「学級経営」が、「主体的・対話的で深い学び」の実現や、子供たちの「非認知能力」「学習方略」の向上に重要。   
                                              （⑤・⑥・⑦） 
 →「学級経営」がよいほど、「主体的・対話的で深い学び」が実現しやすい。 
  「学級経営」がよいほど、「非認知能力」「学習方略」を伸ばす。 
                 
●主体的・対話的で深い学びは、子供たちの学習方略の改善や非認知能力の向上を通じて、学力を向上させる（①～④）。 
    ※昨年度の分析結果（①～④）は、平成２９年度の調査結果を加えて分析しても同様のことが言える。 
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 ＜参考＞ 

  「非認知能力」・・・例えば「自分の感情をコントロールして行動できる」等の力 
  「学習方略」 ・・・例えば「計画的に学習する」等の学習方法や態度 
 

⑦ 



２ 主体的・対話的で深い学びは、社会経済的に課題のある可能性がある 
  中２・中３の子供の学力向上に、より効果的 

・主体的・対話的で深い学び（ＡＬ）が子供たちの学力に与える影響について、通塾のありなしに分けて分析 
・中学校１年生までの子供の学力に対するＡＬの影響は、通塾のありなしで大きな差は出ていないが、 
 中学校２・３年年生の子供の学力に対するＡＬの影響は、通塾している子より、通塾していない子への影響が大きい 
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国語 算数・数学 

小５ 中１ 中３ 小６ 中２ 

通塾あり 通塾なし 通塾あり 通塾なし 通塾あり 通塾なし 通塾あり 通塾なし 通塾あり 通塾なし 

ＡＬ 
（国語） 

0 . 0 1 4 * * * 0 . 0 1 4 * * * 0 . 0 0 2 0 . 0 0 2 0 . 0 0 5 * 0 . 0 1 8 * * * 

ＡＬ 
（算数・数学） 

0 . 0 0 9 * * 0 . 0 1 2 * * * 0 . 0 0 5 * * 0 . 0 1 3 * * * 

・ 主体的・対話的で深い学びの実施と学力の向上には、子供たちの通塾のありなしに関わらず概ね相関 
 
・ 主体的・対話的で深い学びの実施は、中２と中３において、通塾している子供に比べ、通塾していない子供の学力 
 向上により大きく寄与している。 
   

・下位２５％（分位点）に属している子供たちが、 
 次年度に下位２５％を脱している（分位点上昇がある）のか、 
  脱していない（分位点上昇がない）のかを分析 
 

３ 算数・数学では、低学力層にいる子供は、学年が上がるにつれて、低学力層 
     から抜け出にくくなる 

・国語に比べ、算数・数学は、 
 学年が上がるにつれて下位２５％を脱しにくくなる。 
 →算数・数学は学年が上がるにつれ、前年度の学力から受ける 
  影響が大きいため、低学年（早い段階）での躓きを残さない 
  ことが、一層重要 

 



＜県学力・学習状況調査（平成２７年度～）＞ 

 平成２７から２９年度の調査結果について、統計処理や教科教育に関する専門的な研究機関に分析を委託 
  

 【委託先】 
  学校法人慶應義塾 慶應義塾大学ＳＦＣ研究所 
 

  【主な研究担当者】 
  慶應義塾大学総合政策学部   中室 牧子 准教授 
  聖心女子大学文学部教育学科 益川 弘如 教授 
 

  【分析・研究の手法】 
  ・統計学の専門性を生かした、 
   学力の経年変化と子供達の質問紙調査結果の相関分析 
    ・教科教育の視点からの学校現場の実地調査  など 

○調査結果の分析・研究 

＜県学力・学習状況調査結果の分析・研究委託＞ 

調査目的  児童生徒の学力や学習に関する事項等を把握することで、教育施策や指導の工夫改善を図り、児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす 

調査実施日 
 平成２７年度：４月１６日 
 平成２８年度：４月１４日 
  平成２９年度：４月１３日 

調査対象 

  県内公立小・中学校（さいたま市を除く）の小学校第４学年から中学校第３学年 

 毎年度約３０万人の児童生徒が受験 

 
  

調査概要 

 （１）児童生徒に対する調査 

   ア 教科に関する調査 

      小学校第４学年から第６学年まで 国語、算数 

      中学校第１学年            国語、数学 

      中学校第２学年及び第３学年    国語、数学、英語 

   イ 質問紙調査 

      学習方略や学習意欲等に関する事項 

 （２）学校及び市町村教育委員会に対する調査 

   学校における教科指導の方法や市町村における独自の研修の実施状況等に関する事項 

特徴 
 学力の経年変化などを継続して把握することのできる自治体初の調査 
   ・問題の難易度を踏まえ、得点を調整することで異なる調査の結果を比較可能（項目反応理論の活用） 
   ・同一児童生徒や学校の変化を継続して把握 （パネルデータ） 

＜調査結果の分析・研究の委託＞ 

～研究担当者の略歴～ 
○ 中室 牧子 准教授 
   慶應義塾大学を卒業後、日本銀行、世界銀行での勤務を経て、コロンビア大学で博士を取得。   
   産業構造審議会等、政府の諮問会議で有識者委員も務めている。 
   専門は、経済学の理論や手法を用いて教育を分析する「教育経済学」 
   主な著書は「『学力』の経済学」、「原因と結果の経済学」等 
 
○益川 弘如 教授 
  中京大学大学院を卒業後、中京大学大学院情報科学研究科情報認知科学専攻博士を取得 
  CoREF（大学発教育支援コンソーシアム推進機構）の協力研究員も務めている。 
  学習科学、協調学習、ジグソー学習、ICTを活用した授業について研究 
  主な著書は、「21 世紀型スキル―学びと評価の新たなかたち」、 
           「インターネットを活用した協調学習の未来に向けて」等 

平成２７年度：小学校  708校 150,310名 
         中学校  360校  148,013名 

平成２８年度：小学校  708校 149,227名 
         中学校  356校 146,323名 

平成２９年度：小学校  708校 149,230名 
         中学校  356校 143,687名 

平成２９年度埼玉県学力・学習状況調査データ活用事業における分析結果（概要） 


